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1．はじめに 
本書は、『言語政策を問う！』（ひつじ書房、2010 年、共編著）、『日本語教育政策ウォッ
チ 2008―定住化する外国人施策をめぐって」（ひつじ書房、2009 年、編著）など、わが国
の外国人受け入れ施策や言語教育政策のあり方に対して、問題提起を続けてきた龍谷大学
名誉教授・田尻英三氏により編集された著書である。公の政策的には、「移民」や「単純労
働者」は受け入れないとしながらも、労働力不足が深刻化する日本では近年、省庁や企業
等、官民を問わず、さまざまな機関による一貫性を欠いた場当たり的な外国人労働者受け
入れ施策が進められている。それと同時に、日本社会で役割参加する彼らの日本語の習得
に関する支援は、いまだ国の重要な政策として位置づけられていない。外国人長期滞在者
が増加し、それに向けて、政策転換が図られる中、どのような日本語教育施策が求められ、
日本語教育の領域や専門家は、どのようにその実現と実践に関わっていくべきなのか。自
身も国内外での日本語教育や留学生教育に尽力してきた田尻の強い問題意識と呼びかけに
応え、「日本語教育推進議員連盟」会長代行の中川正春衆議院議員をはじめ、留学生や技能
実習生、EPA（経済連携協定）に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、高度人材、さ
らには日本語教育を必要とする子どもまで、本書には、日本語を学ぶさまざまな立場の人々
に関わってきた各分野の専門家による論考が集められている。 
2．本書の構成  
本書は編者である田尻の執筆分を含む、8 本の論考から構成されている。以下、掲載順
に、論考のタイトルと執筆者名を記す。 
「『日本語教育推進基本法』を考える」中川正春 
「外国人労働者受け入れ施策と日本語教育」田尻英三 
「日本語教育における日本語学校の位置づけ」丸山茂樹 
「インドネシア人技能実習生の受け入れと日本語教育」助川泰彦・吹原豊 
書評の右ページ上部飾りは、 
「書評」の文字のみ右寄せで入れる。
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「外国人看護・介護人材の日本語教育」布尾勝一郎 
「留学生・高度人材に対する政策の変遷とビジネス日本語教育」神吉宇一 
「子どもの日本語教育―人権としてのことばの教育―」石井恵理子 
「特化型の日本語教育とユニバーサルな国語教育―外国人労働者受け入れのために―」
野 田尚史 
前述の通り、これらは編者・田尻が、日本語教育が外国人受け入れ施策にどのように関
わっていくべきなのかを議論するにあたり、日本語教育の枠のなかでも対応が急務である
と考えられる分野の専門家に執筆を依頼したものである。各論考において、それぞれの分
野の日本語教育の変遷、現状と課題が明らかにされ、執筆者の研究実践に基づいた提言が
なされている。本書の内容は、題名にある外国人「労働者」に対する日本語教育だけに特
化したものではなく、さまざまな分野の日本語教育の実態を概観しながら、言語教育を具
体的な政策にどのように結び付けていくか、その可能性を問い、読者の視野を広げている
と読み取れる。なおかつ、そもそも外国人を受け入れるとはどういう意味をもつのか、ま
た彼らが日本語を学ぶことは、彼ら自身にとって、そしてホスト社会の我々にとってどの
ような対応を迫られるのかを問いかけようとする試みもなされている。 
3．問題の所在と提言 
3.1 「日本語教育推進基本法」制定をめざす問題意識 
まず最初の 2 稿について、共通する問題意識と、そこから導き出される日本語教育施策
案を概観したい。最初の論考は冒頭でも紹介した、日本語教育推進議員連盟（以下、日本
語教育議連）中川正春衆議院議員による「『日本語教育推進基本法』を考える」である。日
本語教育議連は、2016 年 11 月に設立された超党派の議員連盟で、中川氏をはじめ、会長
に元文部科学大臣・河村建夫衆議院議員、事務局長に同じく元文部科学大臣・馳浩衆議院
議員などの有力議員が名を連ねている。喫緊の課題である在留外国人に対する日本語教育
に加え、日本文化の海外への発信と経済面での進出にも寄与すべく、世界に向けた日本語
の普及の推進を目標に掲げ、「日本語教育推進基本法」（以下、基本法）」の制定をめざすと
している。 
日本語教育議連は日本語教育をどのようなものと位置付けているのだろうか。日本の外
国人受け入れ政策の大きな問題点として、中川が指摘するように、各省庁がばらばらに実
施している施策の一貫性のなさ、換言すれば、国家としての理念や戦略の不在が挙げられ
る。それを踏まえ、中川は、現在は、省庁の縦割りで行われている外国人に対するさまざ
まな行政施策に、「日本語教育という横糸」（p. 15）を通して、関係省庁や地方自治体、民
間組織などそれぞれの役割を明確にしたうえで、連携体制を構築していくことの重要性を
提言する。2018 年 5 月現在、基本法法案の詳細は、まだ検討の段階にあるが、今後も日
本語教育関係者を含む有識者をはじめ、広く国民を巻き込んだ議論を期待したい。 
3.2 日本語教育の視点からみた外国人労働者受け入れ施策の問題点 
続く田尻の論考が、ほぼ本書のタイトルとなった「外国人労働者受け入れ施策と日本語
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教育」である。これまで述べてきたとおり、日本の外国人行政は複数の省庁によって管轄
されてきたが、田尻は、安倍内閣の経済政策の司令塔である日本経済再生本部の「日本再
興戦略」が、各省庁の外国人に係る施策に大きな影響を与えてきたと指摘する。「日本再興
戦略」は、いわゆるアベノミクスの「3 本の矢」のひとつで、2013 年の「日本再興戦略―
JAPAN is BACK－」に始まり、改訂版が毎年発表されている。2014 年の「『日本再興戦
略』改訂 2014―未来への挑戦―」では、項目「外国人材の活用」において留学生や高度人
材、技能実習生などの受け入れに関する環境の整備や制度の見直し、活躍支援が取り上げ
られており、外国人労働者の受け入れはこの年から、「移民という言い方はさけながら」
（p. 23）、拡大する方向に進み始めたと田尻は言う。 
そのうえで田尻は、「5．近年の外国人労働者受け入れ施策」（pp. 30-51）において、2013
年から 2017 年までの外国人労働者受け入れ問題に関する大小さまざまな動きを時系列で
概観する。ここでは、技能実習制度見直しに関する法務省・厚生労働省合同有識者懇談会
報告、国家戦略特区ワーキンググループのヒアリング、外国人介護人材受入れの在り方に
関する検討会（厚労省）など、多様な機関や部署による会議報告や提案が紹介されている。
これらは田尻（2015・2016）に、さらに資料と最新の情報を加えてまとめられたものであ
り、日本語教育に関する部分には下線が引かれ、コメントも添えられている。日本語教育
の視点から、近年の外国人労働者受け入れ施策を批判的にとらえた貴重な資料であるとい
えるだろう。一例を挙げると、2017 年 1 月 31 日に開催された「2016 年度外国人集住都
市会議とよはし」において、「外国人住民の日本語能力の獲得」というセッションの登壇者
に日本語教育の専門家がいなかったことについて、「日本語教育の専門家の存在の薄さを象
徴している」（p. 46）というコメントは印象深い。外国人受け入れ施策に関する議論が、
日本語教育の専門家不在のなかで進んでいる現状と、それに対する田尻の問題意識が明ら
かにされている箇所である。 
3.3 日本語教育施策に関する提言―だれが日本語教育の担い手となるのか 
具体的な施策案に目を向けてみよう。国が主体となって推進していくべき日本語教育の
環境の整備について、田尻はまず、「①外国人問題や日本語教育を担当する部署を決定する」、
「②各省庁の日本語教育関係の会議体を整理する」という 2 点を挙げる（pp. 68-69）。具体
的には、初等教育から生涯教育まですべての日本語教育を統括する部署を文部科学省内に
設置し、その部署内において、これまで各省庁でばらばらに進められてきた日本語教育関
連施策を扱う会議体を作るという提案である。これは、中川が述べていた「責任省庁を決
め、そのもとに『日本語教育推進計画策定会議』をおいて、関係者、当事者の意見の集約
の場と」（p. 15）して、基本法を議論していく提案と共通する部分がある。 
さらに田尻の議論は、より具体的に、さまざまな立場の人々への日本語教育が誰によっ
て、どのように担われるべきかということに進んでいく。例えば普通学級の外国人児童生
徒や、夜間学校（公立中学校夜間学級等）の外国人生徒に対する日本語教育について、現
場の担当教員と日本語教育の専門家との連携体制で支援するという提言は、今後、さらな
る実践研究が期待される分野である。他にも、昨今話題にのぼることも多い日本語教師の
国家資格化や日本語教育能力検定試験の国家検定化について、田尻はそれによって、教師
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不足が単純に解消するという期待は、さまざまな要因や社会状況を考慮に入れていないた
め、現実的ではないとしながらも、介護福祉士や保育士、管理栄養士などと同様に名称独
占資格として「日本語教師」という資格を作ることは考えられるのではないかと述べる。
これに対し、筆者としても、やや時期尚早であり、どのようにその専門性を高めるかといっ
た議論が先にあるべきではないかというのが正直な印象である。 
4．各分野の日本語教育の専門家からの提言 
中川、田尻の 2 稿に続くのは、多様な分野の日本語教育の専門家による論考である。名
古屋の日本語学校 I.C.NAGOYA 校長である丸山は、多様化する国内の日本語教育におけ
る日本語学校という存在や場のあり方について、教員不足、教員養成などの課題も明らか
にしながらその将来に考えを馳せる。2017 年 3 月に行われた日本語教育議連の第 5 回総
会では、日本語教育振興協会（日振協）など 4 つの日本語学校関連団体へのヒアリングが
行われたが日本語学校を教育機関として法的に規定し、所管する官庁を明確にすることを
日本語教育議連に期待すると丸山は述べる。 
さらに、現行の実質的な外国人労働者受け入れ施策である技能実習制度および EPA（経
済連携協定）に基づく看護師・介護福祉士候補者の受け入れについての議論は本書におい
て欠かせないだろう。助川・吹原は、茨城県大洗町のインドネシア人技能実習生への聞き
取り調査と、日本と同様に労働力不足に直面し、一歩進んだ受け入れ施策として 2004 年
から外国人勤労者雇用許可制度を採用している韓国でのインドネシア人労働者の韓国語習
得に関する実地調査から、日本で働く技能実習生の日本語学習を周囲がどのようにサポー
トできるのかを考察した。続く布尾は、EPA と技能実習制度という 2 つの枠組みで受け入
れられる外国人看護・介護人材への日本語教育について述べる。2008 年に開始されたイン
ドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受け入れを皮切りに、2009 年からはフィリピン、
さらに 2014 年からはベトナムと、現在日本は 3 国からの候補者を受け入れている。2017
年 11 月からは、技能実習制度に職種「介護」が新設されたが、布尾は両制度に共通する
問題点として、これまた「日本語教育専門家不在の議論の中で」（p. 146）、候補者および
実習生の日本語能力の要件や評価基準として、明確な根拠もなく日本語能力試験のレベル
が設定されているなど、彼らへの日本語教育に関して十分な議論がなされていない実態を
指摘する。介護・看護の業務に必要な日本語能力をいかに捉え、どのような教育的支援が
行えるのか、これも、今後の研究の発展が望まれる課題であることは間違いないだろう。 
ビジネス日本語教育の現状と課題について論じた神吉は、日本で規範とされるビジネス
文化やマナーの習得などに重きを置いた同化主義的ともとれるビジネス日本語教育に警鐘
を鳴らし、社会統合政策としての日本語教育の実践を模索する。日本で働く外国人だけで
はなく、その家族、特に成長過程にある子どもへの日本語教育のあり方を論じた石井、ま
た社会変化に適応し、外国人と日本語を使ってうまくコミュニケーションをするために、
日本語母語話者である日本人に対する国語教育もユニバーサル化が必要であると主張する
野田の論考も、日本語教育とは誰のためのものなのかを読者に再考させるものである。 
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5．本書が語りかけることとは 
田尻の強い問題意識は、このような外国人労働者受け入れに関する問題について、日本
語教育関係者の発信が少ないという現状に対しても向けられている。自身の執筆稿のなか
の、「10 日本語教育学会の役割」（pp. 66-68）において、田尻は、日本語教育の専門家の
集団である日本語教育学会が、これまで外国人受け入れ施策に関して公的に意見を求めら
れた機会は少なからずあったのにも関わらず、適切な提言や十分なアピールをしてこな
かったと指摘する。日本語教育議連が組織され、日本語教育の法制化の可能性に注目が高
まる昨今の機運が、「日本語教育が社会的に認知される最初で最後の機会ではないか」（「は
じめに」p. iii.）という一節は、長く日本語教育に携わってきた田尻ならではの言葉の重み
と、ひやりとするような危機感も感じさせる。本書の冒頭で述べられている「『日本語の壁』
に対する対応策は、日本語教育関係者自身が出さなければならない」（同、p. iii）という
一節は、本書に通底する田尻の信念ともいえるだろう。 
「日本語教育は学術研究をしていれば良いというだけではなく、日本国内外の社会的状況
に対応し、現実社会と関わっていかなければならない分野だと考えている」（p. 67）。研究
者、実践者を問わず、日本語教育に携わる我々ひとりひとりが、今このことを改めて強く
意識化しなければならないのではないだろうか。オーストラリアの言語政策も、専門分野
の一つである著者（宮崎）は、近年のオーストラリアの言語政策の変化に注目している。
その一例が、英語以外の言語教育（Language Other Than English：LOTE）政策は、必
ずしも多様性を高めることに寄与するわけではなく、むしろ一国の結束性を弱める可能性
もあるという議論であるが、こうした移民大国の言語政策の変化も、これからの日本の日
本語教育政策を考える上で示唆的である。 
本書は、総じて、日本語教育における、実践的な政策課題や実践例が見て取れる一冊で
ある。紙幅の関係から、必ずしも、全体像を把握してはおらず、また編者も、それぞれの
執筆者による日本語教育政策観について、方向性をまとめたわけではないと記述している
通り、ややアラカルト的な印象を受け、もう少し交通整理が必要と感じた。また、田尻や
丸山の論考に参考文献が入っていないが、体裁としていかがか。とくに田尻の場合は、外
国人労働者受け入れと日本語教育に関する参考文献の出典は列挙してほしかった。 
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